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人
事
院
指
令
一
四
―
二

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
係
る
予
防
接
種
を
受
け
る
場
合
等
に
お
け
る
職
員
の
職
務
に
専
念
す
る
義
務
の
免
除

に
関
す
る
臨
時
措
置
に
つ
い
て

１

当
分
の
間
、
各
省
各
庁
の
長
及
び
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る

行
政
執
行
法
人
の
長
は
、
予
防
接
種
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
六
十
八
号
）
附
則
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
予
防
接

種
若
し
く
は
こ
れ
に
相
当
す
る
と
認
め
ら
れ
る
予
防
接
種
を
受
け
る
場
合
又
は
こ
れ
ら
の
予
防
接
種
と
の
関
連
性
が
高
い
と

認
め
ら
れ
る
症
状
に
よ
り
療
養
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
職
員
が
勤
務
し
な
い
こ
と
が
や
む
を
得
な
い
と
認
め
る

と
き
は
、
公
務
の
運
営
に
支
障
の
な
い
範
囲
内
（
当
該
療
養
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
た
め
に
や
む
を
得

な
い
と
認
め
ら
れ
る
必
要
最
小
限
度
の
期
間
）
に
お
い
て
、
勤
務
し
な
い
こ
と
を
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

こ
の
指
令
は
、
令
和
三
年
五
月
二
十
七
日
か
ら
施
行
す
る
。

令
和
三
年
五
月
二
十
七
日
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職 審 ― １ ４ ４

令和３年５月２７日

各 府 省 人 事 担 当 課 長

各行政執行法人人事担当課長 殿

人事院事務総局職員福祉局審査課長

人事院指令１４―２（新型コロナウイルス感染症に係る

予防接種を受ける場合等における職員の職務に専念する

義務の免除に関する臨時措置について）について（通知）

本日発出された人事院指令１４―２（新型コロナウイルス感染症に係る予防接種を

受ける場合等における職員の職務に専念する義務の免除に関する臨時措置について）

の取扱いについては、下記によってください。

記

１ 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種を受けるために要する往復時間等も、

この指令により職務専念義務を免除することができるものである。

２ 「これに相当すると認められる予防接種」としては、例えば、外国の政府又は外

国の地方公共団体による新型コロナウイルス感染症に係る予防接種が考えられる。

３ 「予防接種との関連性が高いと認められる症状」としては、副反応としての発熱、

頭痛、倦怠感等のほか、負傷又は疾病の症状も含まれる。
けん

４ 各省各庁の長が、人事院規則１０―４（職員の保健及び安全保持）第１５条の規

定に基づき、職員の健康保持のために講ずる措置として実施する新型コロナウイル

ス感染症に係る予防接種を受けた場合において、前項の症状により療養する必要が

あるときも、本指令によることができる。

以 上


